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○長南町地域公共交通活性化協議会設置要綱 

令和３年１月28日 

告示第２号 

長南町地域公共交通活性化協議会設置要綱（平成23年長南町告示第20号）の全部を改正

する。 

（目的） 

第１条 長南町地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）は、道路運送法（昭

和26年法律第183号）の規定に基づき、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバ

ス等の旅客輸送の確保その他旅客の利用の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービス

の実現に必要となる事項を協議するとともに、地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律（平成19年法律第59号）に基づく地域公共交通計画（以下「交通計画」という。）及

び地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成23年国総計第97号、国鉄財第

368号、国鉄業第102号、国自旅第240号、国海内第149号、国空環第103号）に基づく生

活交通確保維持改善計画（以下「確保維持改善計画」という。）の策定に関する協議及び

実施に係る連絡調整を行うために設置する。 

（名称及び事務所の位置） 

第２条 協議会の名称及び事務所の位置は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 名称 長南町地域公共交通活性化協議会 

(２) 事務所の位置 千葉県長生郡長南町長南2110番地 長南町役場庁舎内 

（所掌事務） 

第３条 協議会は次に掲げる事項について協議する。 

(１) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等に関する事項 

(２) 市町村運営有償運送に関する事項 

(３) 交通計画及び確保維持改善計画の策定及び変更に関する事項 

(４) 交通計画及び確保維持改善計画の実施に係る連絡調整に関する事項 

(５) 交通計画及び確保維持改善計画に位置付けられた事業の実施に関する事項 

(６) 町の総合的な交通施策に関する事項 

(７) 協議会の運営方法その他協議会が必要と認める事項 

（協議会の構成員） 

第４条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱又は任命する。 

(１) 町長が指名する者 １人 
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(２) 千葉県総合企画部交通計画課長又はその指名する者 １人 

(３) 公共交通事業者 ５人以内 

(４) 道路管理者 １人 

(５) 茂原警察署長又はその指名する者 １人 

(６) 地域公共交通の利用者 ９人以内 

(７) 国土交通省関東運輸局千葉運輸支局長又はその指名する者 １人 

(８) 前各号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 ３人以内 

２ 協議会に次の役員を置く。 

(１) 会長 １人 

(２) 副会長 １人 

(３) 監査委員 ２人 

３ 会長、副会長及び監査委員は相互に兼ねることはできない。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２ 前条に掲げる委員のうち行政機関の職員及び団体の役員については、その職にある期間

とする。 

３ 欠員により新たな委員となった者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第６条 会長は、第４条に規定する委員の中から互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

（副会長及び監査委員） 

第７条 副会長及び監査委員は、第４条に規定する委員のうちから会長が指名する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第８条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員は、その属する団体の代理者を出席させることができるものとし、代理者の出席を

もって当該委員の出席とみなす。 

４ 会議の議決方法は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 
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５ 前４項の規定にかかわらず、会長は、会議で議決すべき案件が軽易であると認めるとき、

緊急を要するため会議を招集する時間的余裕がないと認めるとき、その他やむを得ない事

情があると認めるときは、書面により議決を行うことができる。 

６ 第４項の規定は、前項の書面による議決について準用する。 

７ 会議は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑な議事

運営に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとする。 

８ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、又は

会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 

９ 前８項に掲げるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（協議結果の尊重義務） 

第９条 協議会で協議が整った事項については、協議会の構成員はその協議結果を尊重しな

ければならない。 

（委員以外の者の出席等） 

第10条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又は

意見の聴取をすることができる。 

（事務局） 

第11条 協議会の所掌事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、長南町企画担当課に置く。 

３ 事務局に事務局長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもって充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（一部改正〔令和５年告示25号〕） 

（経費の負担） 

第12条 協議会の運営に要する経費は、負担金、補助金その他の収入をもって充てる。 

（監査） 

第13条 監査委員は、協議会の出納監査を行う。 

２ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

（財務に関する事項） 

第14条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

（報償） 

第15条 協議会に出席した委員等に対しては、予算の範囲内で報償を支給することができ
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る。 

（協議会が解散した場合の措置） 

第16条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会長

であった者がこれを決算する。 

（補則） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年４月１日告示第25号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 



区分 団体及び役職名等 氏名 備考

1
法第６条

第２項第１号
要綱第４条
第１項第１号

町長が指名する者 副町長 佐久間　　夫
会長
（欠席）

2
要綱第４条
第１項第２号

千葉県総合企画部
交通計画課長

又はその指名する者

千葉県総合企画部交通計画課
地域公共交通担当課長 若林　大祐 （代理出席）

3
（一社）千葉県バス協会

専務理事 成田　斉

4
小湊鉄道(株)
バス部長

深山　宏樹 (代理出席）

5
（有）長南タクシー

取締役
鈴木　昭文 監査委員

6
要綱第４条
第１項第４号

道路管理者
長生土木事務所

次長
佐藤　通夫

7
要綱第４条
第１項第５号

茂原警察署長
又はその指名する者

茂原警察署
交通課長

髙山　和也

8 町区長会長 石川　義浩

9
町社会福祉協議会

会長
木本　正利 （欠席）

10 利用者 星野　由佳 監査委員

11 利用者 岩﨑　利之 副会長

12 利用者 荒井　清人

13
要綱第４条
第１項第７号

国土交通省関東運輸局
千葉運輸支局長

又はその指名する者

千葉運輸支局
首席運輸企画専門官

福浪　新一

14 福祉課長 山本　和人

15 教育課長 山口　重之

課長 江澤　卓哉

係長 安藤　恵

主事 在原　彩花

主事補 鈴木　裕斗

主事補 市原　煌清

長南町地域公共交通活性化協議会委員名簿
令和8年4月1日現在

条項

法第６条
第２項第２号

要綱第４条
第１項第３号

公共交通事業者

長南町 企画財政課 事務局

法第６条
第２項第３号

要綱第４条
第１項第６号

地域公共交通
の利用者

要綱第４条
第１項第８号

町長が必要と
認める者



 

 

令和７年度長南町地域公共交通活性化協議会歳入歳出決算書 
 

  
 

歳入 

科目 金 額（円） 備 考 

地域公共交通確保維持改善事業

費補助金 
１，９２５,０００ 国庫補助金 

その他（預金利息） ３５３  

計 １，９２５,３５３  

 

 

歳出 

科 目 金 額（円） 備 考 

町補助金額 １，９２５,０００  

計 １，９２５,０００  

 

                             歳入総額 １，９２５，３５３円 

                             歳出総額 １，９２５，０００円  

                                                          差引残高       ３５３円 

 

翌年度繰越金            ３５３  

 

 

 

 

 

 

資料１―１ 



資料１－２



 

 

   令和８年度長南町地域公共交通活性化協議会予算（案） 

 
歳入 

科目 金 額（円） 備 考 

地域公共交通確保維持改善事業

費補助金 
  １，８００，０００ 国庫補助金 

前年度繰越金 ３５３  

計 １，８００，３５３  

 

 

 

 

歳出 

科 目 金 額（円） 備 考 

町補助金額 １，８００，０００  

その他（諸支出金） ３５３  

計 １，８００，３５３  

 
 

                   歳入総額     １，８００，３５３円 

                   歳出総額     １，８００，３５３円   

                   差引残額             ０円 
 

資料２ 
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令和９年度長南町地域公共交通計画 別紙（地域内フィーダー） 

 

令和８年６月２４日 

 

          （名称）長南町公共交通活性化協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 長南町では、町民の移動手段を確保するとともに、町民の福祉向上を目的として

平成１６年度から車両２台により巡回バスの運行を行っていました。役場周辺を起

点として町内全域を４路線に分け、現行の路線バスと極力競合しないようにルート

を設定し運行を行っていました。 

 公共交通事情が悪化することにより、人口の流失がさらに進み、地域の衰退が加

速する恐れがあることから、平成２３年度から「長南町地域公共交通総合連携計画」

を策定し、地域内各バス停において地域間幹線系統の民間路線バスと接続でき、か

つ公共交通空白地解消のため、平成２４年１月からデマンド乗り合いタクシーの実

証実験を行い、その後、巡回バスを１台に縮小し、同年１０月にデマンド乗合タク

シーを導入しました。 

 また、平成２９年度から統合小学校の開校に伴うスクールバス導入により、児童

が利用者の大半を占める巡回バスも見直しを迫られました。そこで全ての交通モー

ドを含んだ長期的で持続可能なネットワークを目指すため「地域公共交通網形成計

画」を平成２８年度に策定しました。 

そして令和３年度末に５年間の計画期間が終了となりましたが、今後進展が予想さ

れる少子高齢化、過疎化等の地域課題に対応するため、引き続き利便性の高い地域

公共交通の実現を目指すことを目標とした、「長南町地域公共交通計画」を令和４

年度に策定しました。また、検討をしていた巡回バスの運行について、令和５年３

月末をもち運行を終了しました。 

 デマンド乗り合いタクシーは、公共交通空白地解消のためだけでなく、高齢者、

障害者などの移動を支援する補完軸であり、通院、買い物、バス停留所（路線バス）

への乗り継ぎの移動に対応し、他の交通モードの利便性も高めます。 

 公共交通確保維持改善事業を活用し、デマンド乗り合いタクシーを存続させてい

くことが必要であります。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

デマンド乗合タクシーの年間利用者数 

 年間１０，０００人以上とする。 

  （※長南町地域公共交通計画 P92参照） 

 

 デマンド乗合タクシーの年間乗合利用率 

 利用者数／利用回数＝１．２％以上 

  （※長南町地域公共交通計画 P92参照） 

（２）事業の効果 

デマンド乗合タクシーを維持することにより、公共交通空白地が解消され、自家

用自動車等を利用できない高齢者などの移動手段が確保される。また地域間幹線系

統の民間路線バスとの接続により公共交通ネットワークが連携することで、効率的

な運行が実現でき、町民の外出促進による地域間交流の活性化や健康増進にも大き

な効果が期待できる。 

資料３-1 
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３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

【実施主体】 

長南町、交通事業者 

（※長南町地域公共交通計画 P90参照） 

【事業】 

 公共交通の利便性向上の検討 

 デマンド乗合タクシー運行内容拡充の検討  

 （※長南町地域公共交通計画 P39～P43、P80参照） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

別添の表１のとおり。 

① 運行地域 

 ・長南町全域でドア・ツー・ドア方式 

②対象者 

・長南町在住の満６５歳以上の方 

・長南町在住で障害者手帳（１級から３級）の交付を受けている方でかつ、自

力で車の乗降ができる方 

③運行曜日 

 ・月曜日から金曜日（但し祝祭日並びに１２月２９日から１月３日は除く） 

④運行時間帯 

 ・７時３０分から１７時 

⑤車両台数 

 ・２台 

⑥運行ダイヤ 

・指定しない 

⑦運賃形態 

 ・１人片道５００円  ペア割 １人片道３００円 

 

○運行予定事業者決定の経緯 

①当該事業者は、一般乗合旅客自動車運送事業の許可を得ている。 

②当該事業者は、町内に事業所を有しており、不測の事態にも迅速に対応できる

ノウハウを有し、住民サービスとして欠落することができない

本事業を円滑に行えることが期待できる。 

 ③当該事業者は、長年にわたり地域住民の身近な交通手段として親しまれ、町内

地理等の知識に長け、信頼も厚く安全・安心な輸送が期待でき

る。 

 ④地元事業者を活用することにより、地場産業の育成や雇用・地域経済の活性化 

にも大きな効果が期待できる。 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

運行事業者への委託料については、運行経費から運行収入及び国庫補助金を差し

引いた額を長南町が負担している。 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

事業者より提出いただく実績資料を使用し毎月集計作業を行い、評価を実施す

る。 
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７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 別添の表５のとおり 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

※該当なし 
 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 
 

 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

 

 

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
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14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

 

 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
 

 

 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 
 

 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 
 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

令和８年６月２４日に開催した第１回長南町地域公共交通活性化協議会の開催 

・令和９年度長南町地域公共交通計画別紙について 

・令和７年度長南町地域公共交通計画の評価について 

・長南町地域公共交通計画の目標達成のための施策について 
 

19．利用者等の意見の反映状況 

協議会には、関係交通事業者や道路管理者・所轄警察署、地域公共交通の利用者の

代表として町区長会長・町社会福祉協議会長・利用登録者の参加をいただいており、

協議会での議論を反映して作成した。 

 

 

 



別 紙 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）千葉県長生郡長南町長南２１１０  

（所 属）企画財政課            

（氏 名）鈴木 裕斗            

（電 話）0475-46-2113           

（e-mail）kikaku@town.chonan.lg.jp     
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 

mailto:kikaku@town.chonan.lg.jp


表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

市区町村名

長南町

申

請

番

号

（申請番号）運行系統名等

市町村（タクシー

事業者に運行委託

「乗合タクシーな

ど」）

町内全域(1) 長南町デマンドタクシー

主たる業態

運行系統

終点経由地起点

区域型

運行態様

の別

地域内フィーダー系統の基準適合（別表７・別表９・別表１０）

計画運行回数
計画運行

日数
復

242.0日 9,196.0回

利便増進

特例措置

長南営業所バス停で地域間幹線系統、茂

原長南線・茂原病院牛久線との接続

補助対象地域間幹線系統等と接続の確保

基準ホで該当

する要件（別

表７のみ）

③ 前年度から

引き続き運行
平成 24 年度

補助開始年度

②(1) 不便地

域（法定）

基準ハで該当

する要件（別

表７・９）

運送継続

特例措置
往

長生郡長南町 令和 9 年度

年度都道府県名 市区町村名

千葉県

協議会名

長南町地域公共交通活性化協議

会

運送予定者名

有限会社長南タクシー



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

交通不便地域等の内訳

地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年月日及び特例適用開始年度

人　口

対象地区

長南町全域

都道府県名 市区町村名 年度

千葉県 長生郡長南町 令和 9 年度

協議会名

長南町地域公共交通活性化協議

会

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

根拠法

6,704 人

6,704 人交通不便地域等（人）

6,704 人

人口集中地区以外（人）

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

地域公共交通利便増進実施計画 令和5年3月1日

人口（人）



計画運行日数の算出根拠 

・土、日、祝、年末年始 12/29～1/3をのぞいた平日の日数 

 

 

回数の算出根拠 

・7：30～17：00までの 9時間 30分の運行の中で、1回の運行を 30分とする。 

 1日 9時間 30分の運行時間内で 19回運行できる計算とする。 

 1日 19回×計画運行日数 242日×２台＝９,３１０回となる。 
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令和９年度長南町地域公共交通計画 別紙（地域間幹線） 

 

令和８年６月２４日 

 

          （名称）長南町地域公共交通活性化協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

別表のとおり 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

別表のとおり 

 

（２）事業の効果 

別表のとおり 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

別表のとおり 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表１」を添付 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表２」を添付 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

事業者報告書・決算報告書等の資料から計測する 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

別表のとおり 

 

10．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ
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うとする場合のみ】 

該当なし 

 

11．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

12.車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方

式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

13．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

14．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

令和８年６月２４日 計画別紙について協議 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

ホームページ上で、地域公共交通確保維持事業に係る取組内容等に関する意見募集を実施 

 

 



別 紙 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 千葉県長生郡長南町長南 2110   

（所 属） 企画財政課           

（氏 名） 鈴木 裕斗           

（電 話） 0475-46-2113          

（e-mail） kikaku@town.chonan.lg.jp    



 

  

令和９年度長南町地域公共交通計画別紙（別表） 

 

○事業に係る目的・必要性、目標、効果、取組 

Ｎｏ． 事業者名 系統名 
起点・終点 

（主な経由地） 
１．目的・必要性 

２．定量的な 

目標・効果 

３．目標を達成するために行う事業（生産性向上の取組を含む） 

取組内容 実施時期 実施主体 

１ 小湊鉄道 

株式会社 

 

茂原長南線 

 

茂原駅南口・ 

長南営業所 

（上茂原） 

・長生高校・茂原高校・

精華学園高等学校への 

通学。 

・沿線住民の茂原駅まで

の交通手段として必要で

ある。 

 

令和8年度と比較し

て収支率1％以上改

善 

一部重複する関係系統等を含めた

再編について関係者間で協議する。 

令和 8 年度以降 小湊鉄道㈱、千

葉県、茂原市、

長南町 

ホームページ、広報等の路線バスの

利用を促す記事を掲載する。 

令和 8 年１０月 

以降実施（継続） 

茂原市、長南町 

 

茂原市交通マップを市内公共施設

や医療機関等にて配布。また、バス

停留所検索などが可能な茂原市わ

が街ガイド（茂原市バスマップ）を

ＰＲすることで利用促進を図る。 

令和 8 年１０月 

以降実施（継続） 

茂原市 

桜まつりのチラシを作成する際、花

見のお勧めルートとして、バス停か

らのルート案内を掲載し、公共交通

機関の利用促進を図る。 

令和 9 年３月以降

実施（継続） 
茂原市 

町内を経由する路線バスを利用し

通学する学生に対し定期券購入費

用の一部を補助する。 

令和 8 年１０月 

以降実施（継続） 

長南町 
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○事業に係る目的・必要性、目標、効果、取組 

Ｎｏ． 事業者名 系統名 
起点・終点 

（主な経由地） 
１．目的・必要性 

２．定量的な 

目標・効果 

３．目標を達成するために行う事業（生産性向上の取組を含む） 

取組内容 実施時期 実施主体 

２ 小湊鉄道 

株式会社 

 

茂原病院

牛久線 

茂原駅南口・牛久駅 

（循環器病センター） 

・市原特別支援学校つる

まい風の丘分校、長生高

校、茂原高校、精華学園

高等学校への通学や、循

環器病センターへの通

院・通勤のために、沿線

住民に必要不可欠な移

動手段であるため。 

・茂原駅、牛久駅へのア

クセス手段として必要

であるため。 

令和8年度と比較し

て収支率１％以上改

善 

一部重複する関係系統を含めた再

編について関係者で協議する。 

令和８年度以降（ 小湊鉄道㈱、千

葉県、茂原市、

市原氏、長南町 

ホームページ、広報等に路線バス

の利用を促す記事を掲載する。 

令和８年１０月以降 

（継続） 

茂原市、長南町 

茂原市交通マップを市内公共施設

や医療機関等にて配布。また、バ

ス停留所検索などが可能な茂原市

わが街ガイド（茂原市バスマップ）

をＰＲすることで利用促進を図

る。 

令和８年１０月以降 

（継続） 

茂原市 

桜まつりのチラシを作成する際、

花見のお勧めルートとして、バス

停からのルート案内を掲載し、公

共交通機関の利用促進を図る。 

令和８年３月以降 

（継続） 

茂原市 

路線バスを利用する利点や、交通

事業者が実施している高齢者への

助成制度について、市ウェブサイ

ト等へ掲載することにより、バス

の利用促進を図る。 

令和８年１０月以降 

（継続） 

市原市 

町内を経由する路線バスを利用

し、通学する学生に対し定期券購

入費用の一部を補助する。 

令和８年１０月以降 

（継続） 

長南町 

 

 

 



９年度

長南町 小湊鉄道株式会社 (1) 茂原長南線 3,594.0

小湊鉄道株式会社 (2) 茂原病院牛久線 1,874.0

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

5,468

（注）

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとす
る。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

２．「特例措置」には、地域公共交通利便増進実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に
該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

特
例
措
置

合　　　　　計

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付する
こと。
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

287 円 40 銭 円 11 銭 円 95 銭

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

355 円 15 銭 円 35 銭 円 15 銭 0 円 0 銭 519 円 52 銭

円 銭 円 円 0 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

当 年度 3 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

2,793.0

(7.6)

1446

(6.0)

事業者名 小湊鉄道株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 2,300,311 千円 営業外収益 109,881 経常収益（イ）

188,218営業損益 151,867 千円 営業外損益 36,351

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
4,639,259.0

経常収支率 108.47

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円

2,410,192

営業費用 2,148,444 千円 営業外費用 73,530 経常費用（ロ） 2,221,974

経常損益

2,475,633

営業損益 △ 108,339 千円 営業外損益 54,865 経常損益 △ 53,474

営業外収益 経常収益（イ’） 2,422,159

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ’）

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

8,276,645.0
経常収支率 97.84

2,409,496

2,301,157

66,137

121,002

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ”） 2,594,017

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ”） 2,269,367

324,650営業損益 258,743 千円 営業外損益 65,907 経常損益

130,146

64,2392,205,128

2,463,871

キロ当たり経常費用の
差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

千葉 299 478

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

7,895,940.0
経常収支率 114.31

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

千葉 538 355

0

補助ブロック名
補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費用

（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対象

期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合
フ

改定率
コ

千葉 令和7年2月17日 基準期間の 21.52%

チ オ オ÷チ＝ク リ
①×②
＝③

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

ヌ

他路線
との競
合率

茂原
長南

茂原駅
南口

長南
長南営
業所

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府

県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業
を実施する区域における

キロ程

系統キロ程と地域公共交通再
編事業を実施する区域における

キロ程との比率

運行系統

計画運行
日数

ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

100.000%千葉 1 365

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

（平均） （平均）
日 回 4.4 33.4 人

往10.2km

復10.2km

（平均） （平均） （平均）

10.2km

復33.6km 33.6km 復0.0km 0.0km 復0.0km 0.0km

往0.0km
合計 系統

復0.0km

往0.0km 往0.0km往33.6km 往0.0km

復0.0km 0.0km0.0km

6 茂原病院牛久
茂原駅
南口
千葉循環器病センター牛久駅 241 日 100.000%

復23.4km 23.4km

往23.4km
回 3.5 21.0 人

資料 ４－４



千葉 1 0 円

6 0 円

円

千葉 1 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

6 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

千葉 1 0

6 0

ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれか
少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改
定による増

収分
f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

補助ブ
ロック

名

ワ
実車走行

キロ
マ’

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

３カ年平均

補助対象
系統の実
車走行キ

ロ当たり経
常収益

ヤ’÷マ’
＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実

車走行キロ
当たり経常

収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

経常収益
ヤ”

実車走行
キロ
マ”

経常収益
ヤ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

補助対象
経常収益
の見込額

合計 124,650.0 km 44,269,446円

100.000% 67,672.8 km 24,033,994円 272円.07銭 48円.18銭

90,627.8 km 29,327,9998,570,580円

100.000% 56,977.2 km 20,235,452円 10,916,261150円.36銭 15,498,901円 56,650.8 km 273円.58銭150円.84銭 8,570,580円 56,997.6 km8,588,715円 56,936.4 km

56,936.4 km

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちいず
れか少ないほうの

額

ム－ラ＝ウ

24,743,304円

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム

56,997.6 km

合計 14,941,447 19,921,250

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

9,319,191 5,725,1919,319,191

14,728,209 10,937,080 10,936 5,468 14,941,447 9,473,447

9,105,953 9,105,953 9,105,953 9,105,953 7,188,910 7,188 3,594.0

損失額から国庫
補助額を控除した

額

3,594,000円 62.8% 213,238円 3.7%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

0.0% 1,917,953円

負担額

2.0% 1,917,959円 20.2%合計 5,468,000円 57.7% 1,900,063円 20.1% 187,425円

9,244,403円 33,977.0 km 272円.07銭 18,411,738

5,622,256 10,815,297 5,622,256 5,622,256 5,622,256 3,748,170 3,748 1,874.0 5,622,256 3,748,256

0円.00銭 272円.07銭 272円.07銭

8,588,715円

1,874,000円 50.0% 1,686,825円 45.0% 187,425円 5.0% 6円 0.0%
千葉循環
器病セン

ター

33.5%

14,728,209

負担割合

14,728,209

48円.44銭 0円.00銭 191円.59銭 191円.59銭191円.59銭

(d+e+f)/3 =ノ'

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分及び他
路線との競合部

分以外に係るもの

ソのうち補助ブロッ
ク外乗入部分及び
同一補助ブロック都
道府県外乗入部分

以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線



 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるとき
は、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

(1) 記載要領

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が
異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－
同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ
程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準
期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左
記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に
相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）



表３　別表１及び別表３の補助事業の基準ニに基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要

土曜 日曜祝日

3
（小湊鉄道㈱）
茂原病院牛久線

・市原特別支援学校つるまい風の丘分校、長生高校、茂原高校、精華学園高等学校への通学や、循環器病
センターへの通院・通勤のために、沿線住民に必要不可欠な移動手段であるため。循環器病センターは土・
日祝日は休診のため土・日祝日は運休している。

0 0

（記載要領）

・ 「番号」の欄には、今年度補助を受けようとする系統の一連番号から抽出して記載

・ 「系統名」の欄は、「番号」の欄に対応した系統を記載

・ 「理由」の欄は、生活交通の確保に支障がないとした理由を記載

千葉県

番号 系統名 理　　　　　　　　　　　由
運行回数
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　　　　令和7年度地域公共交通計画の評価について      　　　　   

目標 目標を達成するための取組 調査方法 達成状況・分析 評価・次年度に向けた課題や取組 備考

乗り合いタクシーの年間利用者数

→10,000人/年
・広報・ＨＰ等で周知

町で集計している
データを用いて計測

9,649人（令和7年度目標未達成）
・昨年度に比べ利用者が増加したが年間利
用者数の目標には届かなかった。
広報等を活用し利用者の増加を目指す。

乗り合いタクシーの年間乗合利用率

→1.2％
・広報・ＨＰ等で周知

町で集計している
データを用いて計測

1.1%（令和7年度目標未達成）
・面積が広く人口が散在しているため乗合
での運行が難しい面もあるが、効率の良い
配車をし乗合率向上を目指す。

路線バス牛久系統と茂原長南系統の年間利用
者数(72,000人）
→茂原牛久系統29,000人/年
　茂原長南系統43,000人/年

・広報・ＨＰ等で周知
・路線バス通学定期券購入補助

バス事業者の有する
乗降データを用いて
計測

69,747人（令和7年度目標未達成）
→茂原病院牛久系統17,665人/年
　茂原長南系統52,082人/年

・系統の再編を行い茂原牛久線→茂原病院
牛久線となった

高速バスの年間利用者数
乗車1,286人、降車1,179人（令和３年）
→現状維持

・広報・ＨＰ等で周知
・バスラッピングの実施

バス事業者の有する
乗降データを用いて
計測

（令和７年度目標未達成）
乗車1,167人、降車1,060人

・ラッピングバスの運行は令和６年度を
もって終了とした。
・令和７年６月より、成田空港行きの高速
バス運行が開始された、利用促進を図るた
め広報、HPでの周知を行う

＜地域公共交通計画の評価等結果の様式＞

長南町地域公共交通計画の評価等結果（７年４月～８年３月）
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長南町地域公共交通計画の目標達成のための施策について 

 

 

本町の地域公共交通の利便性を高めるため、施策を検討します。 

 

１．施策内容 

施策６－②（長南町地域公共交通計画８８頁）  

バスの乗り方・体験教室、イベントの実施  

利用者の減少が著しい本町にとって、より多くの利用機会を提供するきっかけ

として、高齢者、子ども（小中学生）等、幅広い年齢層を対象としたバスの乗り

方教室等の体験型イベントの実施を検討いたします。 

将来の公共交通の維持、存続を見据え、バスが身近な移動手段であることを

知るきっかけとなることを目指します。 

 

 

２．施策内容 

施策６－④長南町地域公共交通計画８８頁）  

農産物直売所建設計画に伴う高速バスのバス停移設の検討 

現在町が進めている農産物直売所の計画に伴い、当該施設からの来訪者に

とっても利用しやすい集客施設となることを目指し、施設近隣への高速バスの

バス停移設に係る検討を実施します。 
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別 紙 

 

長南町地域公共交通計画の目標達成のための施策の検討案について（意見書） 

 

 

記入者氏名                        

 

                      ※提出期限 令和８年７月３１日（木） 

【ご意見等】                

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※提出方法は、配布した返信用封筒により郵送にてお願い致します。 

  なお、E-mailによる提出を希望される場合は、本様式データを送付いたしますので、 

下記アドレスに、件名を「意見書様式について」としてメールを送信してください。 

 

 

【担当者・提出先】 

長南町企画財政課 鈴木 

                         電話番号：0475-46-2113 

                     E-mail  ：kikaku@town.chonan.lg.jp    
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